
イノベーション経営成熟度診断シート（B) 2015年9月１日

プロセス フェーズ 視点 レベル0 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5

1 外部情報認識

イノベーションの取り組みにおいて、外部環境情

報を収集・分析、活用する仕組みを組織として

持っていない。

外部情報現状の把握は経営者がその気になっ

た時に独自で判る範囲の情報を収集し参考に

する。対象範囲は経営者の関心がある範囲に

限定される。

外部環境情報を収集・分析し活用する仕組

みが存在するが、あくまでも経営者から指名

を受けた特定の組織が外部環境の情報収

集を行っている。

全組織的に外部環境情報を集約・共有・分

析する仕組みがあり、多角的な分析から事

業定義を明確にするプロセスが存在してい

る。

しかし、実施タイミングとモニタリングが適切で

はない。

その結果、外部環境の変化に対応できず、

認識や方向性が現状とかい離していてもすぐ

には修正ができない。

イノベーションの姿勢と方向性に関する外部

情報はリアルタイムに収集分析され、現状の

認識方向性との乖離がある場合は対応策の

検討ができる状態になっている。

ただし、認識と方向性の修正による影響・効

果については情報を収集・分析するレベルにと

どまっている。

イノベーションの姿勢と方向性の認識に必要

な外部情報が、必要なときに、必要なもの

が、必要な分入手でき活用されている。

さらに、環境変化によって新しい外部情報が

必要な時でも、適切な形で現在の仕組みの

中に反映する事ができている。

2 内部知識流通

イノベーションの取り組みにおいて、必要なノウハ

ウ等は経営者個人の中でとどまっており、従業

員と共有する仕組みは存在していない。

イノベーションに対する認識や方向性について

のアナウンスは、毎年度の恒例行事の一環で

あり、取り組み範囲外の組織やかかわりが薄

い組織はその内容にほとんど関心を示してい

ない。

イノベーションの姿勢と方向性の認識の決定

内容は、全組織に行き渡る仕組みができて

いる。

また、各組織で再度確認が行われ個別目標

へと展開ができている。

イノベーション活動の途中で認識・方向性の

変更が発生した場合でも、組織内の全部門

に速やかに情報が配信され個別目標に対す

る修正・再展開が行える仕組みができてい

る。

イノベーション活動の途中で認識・方向性の

変更が発生した場合でも、各部門であらかじ

め用意してある個別目標に速やかに切り替え

ることができる。

3 効果的決定構造

イノベーションの取り組みにおいて、決定権限者

が正式に定っていない。

経営者の思い付きでイノベーションに対する思い

を語るためそれが全社方針かどうかの判別は明

確ではない。また、語る思いの内容はその時の

経営者の関心事に左右されるために一貫性が

あるとは言えない。

経営者から指名を受けた特定の組織と経営

者の間で意思決定が行われ組織内にアナウ

ンスされる。

イノベーションの姿勢と方向性を決定する上

で、組織内のボトムアップ情報とトップダウン情

報とを考慮したプロセスが回っている。

イノベーションの姿勢と方向性に関する軌道

修正が発生しても、組織内の各部門と経営

層との調整がとれ、常に最善の修正を目指し

て行動が起こせる状態になっている。

イノベーションの姿勢と方向性に関し、決定権

限および権限委譲のルールが環境の変化に

対応できるものになっており、柔軟に運用され

ている。

4 組織フォーカス

イノベーションの取り組みにおいて、組織的な取

り組みが存在していないので、経営者や個人の

思いのみでイノベーション実現プロセスが進められ

ている。それ以外の人は意見を出すことはほとん

どない。

目標・方針がグループ内では共有されている

が、その解釈を独自判断に任せているため、

組織の目標・方針に沿っていない可能性があ

る。

イノベーションの姿勢や方向性について認識・

方針を全組織的に周知し、共有する仕組み

が存在する。

ただし、見直しが行われたとき、組織内で整

合性を検証する仕組みが備わっていない。

リアルタイムで全組織から外部環境に関する

情報を収集する仕組みができている。

さらに、情報価値を考慮することで情報重

複・過多とならず、必要情報に注目できる。

イノベーションの姿勢や方向性の変化が随時

必要な組織に行き渡るようになっている。

さらに、個別組織の修正が他組織に与える

影響のシュミレーションができる状態になってい

る。

5 継続的革新

イノベーションの取り組みにおいて、場当たり的開

始され、事業活動に必ずしも結びつくとは限らな

い。また、結びつき成功を収めたとしても繰り返し

実施できるような仕組みは存在していない。

経営者が直接他の組織からのアプローチを受け

た時などに突如としてコラボレーションの話が持ち

上がる。コラボレーションが成功するかどうかはそ

の時の運次第である。

組織内外のイノベーションの方向性に関する

アプローチが成功するかどうかは、的確なプロ

セスが確立していないため、相手側の状況に

左右される。

また、他組織からのアプローチに関しては、担

当部門に割り当て、部門単位に対応させて

いる。

イノベーションの姿勢と方向性に関し、全組織

では、ビジネスモデルとしての整合性のとれた

活動を可能にする認識を共有させている。

関連組織とのコラボレーション方針には、協力

関係を維持継続できる内容を盛り込んでい

る。

他組織に対するコラボレーションを自組織でコ

ントロールできる環境が整っている。

また、より良好な関係を維持する取り組みが

可能になっている。

関連組織とのコラボレーション方針には、環境

変化に応じて最適な協力関係を構築する仕

組みを盛り込んでいる。

6 外部情報認識

イノベーションをプロデュースするにあたって、イノ

ベーション活動と外部情報との関連はあまり把

握できていないため、外部の情報を収集する意

識は持っているが、実質的な活動ができていな

い。

その結果、担当から問題発生の報告を受けてか

ら、それが外部環境の変化によるものと認識でき

た時に対応策を場当たり的に策定している。

イノベーションに関するプロデュース活動で、外

部情報による影響を経営者及びイノベーショ

ン担当部門の気がつく範囲にとどまり、多分に

情報が不足している部分が存在する。

イノベーションのプロデュースにおいて、全組織

から外部情報を入手する仕組みが存在して

いる。

ただし、定期的なプロセスなので急激な外部

情報の変化には対応できず、試行錯誤的な

要素が強くなっている。

イノベーション活動に関わる外部情報の変化

は逐次捕捉が可能な仕組みができている。

トライアル時に予想外の結果が出た時の対

応に関する効果の収集を行っている。

イノベーションのプロデュースにおける外部情報

の収集は、予想外の事象への対応策も、あ

らかじめ織り込んで実施している。

7 内部知識流通

イノベーションをプロデュースする仕組みについて、

情報を共有し、学ぶ意識を持っているが、組織

的な活動とはなっていない。

その結果、イノベーション活動がどのように進行し

ているかは、経営者が気になった時に直接担当

に問いただす。ただし、担当自身も現状の把握

ができていない為、常にストレス状態が続いてい

る。

経営者はイノベーション活動の報告を受けて

いるが、内容が部分的なため、判断を誤る場

合がある。

イノベーションをプロデュースする仕組みとして、

各部門からの報告内容を共有することで、学

ぶ環境が整備されている。

ただし、分析結果を活用するには至っていな

い。

組織全体で各組織内部門の活動結果が分

析活用できるようになっている。

ただし、予想外の事象への対応策及びその

対応状況の情報は組織内全体での共有に

とどまっている。

イノベーションをプロデュースする情報活用が

最適化されている。

その結果、イノベーション活動における様々な

対応結果が共有情報として、必要な時に必

要な分だけの情報を取得することが可能に

なっている。

8 効果的決定構造

イノベーションをプロデュースする仕組みについて、

意思決定が場当たり的で属人的な対応となっ

ている。

その結果、イノベーション担当が独自で判断決

定した内容を経営者が知りストップをかけること

がしばしば発生している。

イノベーション活動を任せられた組織内からの

定期報告だけで、経営者が意思決定を行っ

ている。

イノベーションをプロデュースする仕組みとして、

組織内全部門がそれぞれで状況を分析し、

今後の対策案を持ち寄り全社的な対応策を

決定している。そのため、即応性に欠けること

がある。

経営組織の全体方針の基、各組織で決定

できる部分は各組織の責任者が随時、自律

的に判断を下している。

環境の変化に対応するイノベーションをプロ

デュースする仕組みや意思決定のプロセスが

定義されている。

その結果、あらかじめ予想外の結果が発生し

た時の対応も計画に含んでおり、組織内の

部門は適宜適切な判断を下しながらイノベー

ション活動を行うことができる。

9 組織フォーカス

イノベーションをプロデュースする仕組みについて、

属人的な活動になっており、組織的なルールや

仕組みがない。

その結果、イノベーションは経営者が独自に個人

を指名し進めているために、組織的な動きは発

生していない。

経営者によるイノベーションのプロデュースが直

接に担当している部門だけを対象としている

ため、全組織的な支援体制ができていない。

イノベーションをプロデュースする組織的なルー

ルや仕組みが定義されている。

順調に進んでいる状態（定性的内容も含め

て）が明確ではないため、事後対応になる。

イノベーションが順調に進んでいる状態が明

確になっている。

その結果、現在のイノベーション活動の乖離

状態（順調な状態とのギャップ）が判断でき

るようになっている。

イノベーションのプロデュースで、イノベーション

活動に必要な様々な情報が関連づけて整

理できいる。

その結果、各組織が最適なアクションをとるこ

とができる。

10 継続的革新

イノベーションをプロデュースする必要性を意識し

ているが、関連部門やパートナーとの調整をする

仕組みがない。

その結果、経営者が個人的にイノベーション活

動をコントロールしており、組織内外の調整は経

営者の腕次第になっている。

経営者は、関連部門やパートナーとの調整を

担当部門任せにしている。

イノベーションをプロデュースする必要性を意

識し、関連部門やパートナーとの調整をする

仕組みが構築され、ある程度足並みを揃え

た活動が可能になってきている。

ただし、異常発生時の対応は必ずしも足並

みが揃っているとは言えない。

パートナーも含めた組織グループにおけるイノ

ベーション活動は、現在の状態を分析した結

果に従って有効と思われる対応策を策定する

事ができている。

ただし、採用した対応策が最適なものとは限

らない。

Ａｌｌ－Ｗｉｎの姿勢に従って、イノベー

ション活動の中で動的に他組織とのコラボ

レーションを築くことが可能になっている。

11 外部情報認識

持続的イノベーションを推進するには、外部情報

の入手が必要であることを認識しているが、組織

的な活動には至っていない。

持続的イノベーションを推進するため、外部

情報を入手する必要性の認識があり、担当

部門が仕組みを構築しつつある。

持続的イノベーションを推進するため、外部

情報を組織的・定期的に入手し、分析する

仕組みが定義されている。

ただし、急激な変化に即応できない。

外部環境の変化に応じて随時取得範囲の

調整を行うことで、適切な外部情報の入手を

行う仕組みができている。

ただし、変化があまりに急激な場合は情報収

集の対応ができないこともある。

イノベーション正否を問わず、持続的イノベー

ション活動に関する情報を収集し、更なるイノ

ベーション活動が発生することで、期待に沿っ

た結果を生むことができる。

12 内部知識流通

持続的イノベーションに関する情報共有の必要

性を認識しているものの、仕組みが定義されて

おらず、属人的な範囲での情報共有にとどまって

いる。

その結果、どのようにすれば持続的にイノベーショ

ンを起こすことができるか組織内に情報は流れて

いない。

持続的イノベーションに関する情報共有の必

要性を認識しているものの、仕組みが定義さ

れておらず、担当部門内の情報共有にとど

まっている。

持続的イノベーションに関する全社レベルの情

報共有する仕組みが定義されており、コミュニ

ケーションが活発に行われている。

持続的イノベーション活動に必要な情報は、

組織全体で随時更新できるようになってい

る。

変化に対応した持続的イノベーションに関す

る情報共有の仕組みが定義されており、情

報共有の啓蒙と教育が行われている。

イノベーション活動の結果を生かして、さらにレ

ベルの高いイノベーション活動につなげる情報

共有活用の仕組みができている。

13 効果的決定構造

持続的イノベーションに関する施策での決定プロ

セスの必要性を認識しているものの、プロセスが

定義されておらず、属人的な決断が行われてい

る。

その結果、経営者が気になった時にイノベーショ

ン活動が発生するため、持続的なイノベーション

を進める環境はあまり整っていない。

持続的イノベーションに関する施策での必要

な要素は定義されているが、必ずしもプロセス

が正しいわけではない。

また、担当部門からの部分的な報告を受け

持続的イノベーションに関する決定を経営者

が行っている。

持続的イノベーションに関する施策での決定

プロセスが定義されており、属人的な決断が

排除され、組織として、各部門内でどのように

取り組むかの対策を策定し、全社的な調整

のうえ正式に決定する。

経営組織が決定した方針の基、持続的イノ

ベーション活動の詳細な決定権は各部門で

行使する事が可能な状態になっている。

持続的イノベーションに関する施策で、終了し

たイノベーション活動の結果を活用し新たなイ

ベーションを起動するための臨機応変に対応

できている。

14 組織フォーカス

持続的イノベーションに関して、具体的な組織

活動には至っていない。

経営者は、持続的イノベーションに関する情

報を適切な部門ではなく、イノベーション担当

部門だけから収集しているため、情報に偏り

が発生している。

持続的イノベーションに関して、組織の方向

性を考慮し、戦略・計画に基づいた組織全

体で、必要な情報を多角的に収集分析する

仕組みができている。

ただし、時として収集した情報の価値が判断

できず、情報が重複・過多になることもある。

持続的イノベーションに必要な情報間に関連

づけができているため、最小限のアクションで

的確な情報源アクセスする事ができる仕組み

ができている。

持続的イノベーションを行うために、場面場面

に応じた情報選択・収集ができるように組織

的な仕組みを柔軟に改変することができる。

15 継続的革新

持続的なイノベーションに関して、組織内外の

ネットワークの活用が属人的範囲にとどまってい

るため、場当たり的な対応を行っている。

経営者が、持続的なイノベーションに関する

社内外のネットワークの活用を担当部門に限

定している。

また、パートナー組織との持続的なイノベー

ション関係の構築は、パートナー主導となって

いる。

持続的なイノベーションに関して、社内外の

ネットワークを活用する仕組みはある。

パートナー組織と供創的な立場で、持続的イ

ノベーション活動に対する取り組みができてい

る。

パートナー組織を含めた持続的イノベーション

への取り組みは、実施したイノベーション活動

の分析結果を元に、随時修正ができる状態

になっている。

持続的なイノベーションに関して、社内外の

ネットワークが活用が十分行われ、成果が実

績として認められる。

持続的なイノベーションを有機的に展開でき

る事業網を持っている。

イノベーション認識プ

ロセス

イノベーションの姿

勢と方向性の認識

フェーズ

経営者としてイノベーションを

行うことに関心がない。

イノベーションのプロ

デュースフェーズ

組織的に、イノベーションをプロ

デュースする仕組みを備えてい

ない。

持続的イノベーショ

ンの認識フェーズ
イノベーションを持続的に実施

しようとする意識がない。



イノベーション経営成熟度診断シート（B) 2015年9月１日

プロセス フェーズ 視点 レベル0 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5

1 外部情報認識

経営者の示した「イノベーションの姿勢と方向性」

及び「組織の現状」についての確認をする為の

外部情報は個人的に必要を感じた時に、自己

の可能な範囲で収集・分析を行う。

あるいは、個人が経営者本人なので自己の再

確認程度にとどまっている。

経営者から指名を受けたイノベーション担当の

部門内で経営者が示した「イノベーションの姿

勢と方向性」と「組織の現状」分析のために

外部情報の収集を行っている。

組織内の全部門で経営者が発信した「イノ

ベーションの姿勢と方向性」及び各組織の

「現状の再確認」を行う為の外部情報が収

集・整理・分析を行ってる。

ただし、検討範囲が経営者の提示した範囲

にとどまりそれを超えるようなフィードバックはあ

まり発生しない。

組織内で絶えず「イノベーションの姿勢と方向

性」について外部環境とのかい離がないかを

検証するための情報収集が積極的に実施で

きている。

また、経営者の提示した「イノベーションの姿

勢と方向性」に関して意外な方向からの指摘

が組織内から発生する事がある。

組織内外を含めて「イノベーションの姿勢と方

向性」に関する検証する外部情報を収集分

析できる状態になっている。

また、意外な方向からの指摘に対しても臨機

応変に対応ができ、柔軟な方向転換が可能

になっている。

2 内部知識流通

個人の認識レベルでとどまっている。情報が共有

できていない為、チームとしての合意形成は表面

的なレベルにとどまっている。

イノベーション担当部門内で経営者の提示し

た「イノベーションの姿勢と方向性」及び「組織

の現状」の再確認は共有できえいる。

また方向性についても部門内の要員の合意

はあるが、他部門との間に隔たりが存在する。

各部門で検討作成した行動方針は、組織

内で共有できるようになっている。

ただし、行動方針の変更情報などは時として

共有するまでに時間がかかることが発生する。

各組織構成要員の特徴を加味したコミュニ

ケーションの仕組みがあり、通常では情報の入

手しにくい要員からの情報が共有できるように

なっている。

また、各部門の行動方針の修正内容は速や

かに組織内全部門で共有でるようになってい

る。

組織内だけではなくコラボレーションを行ってい

る組織の行動方針修正の情報が共有できる

ようになっている。

3 効果的決定構造

個人的な認識下で作業が発生するために、この

フェーズに関する決定権限は特に定まっていな

い。また、個人的な情報であるため特に正確性

の確認等は行っていない。

イノベーションの姿勢と方向性の確認及び部

門の方向性は部門内で検証し、経営者の判

断を仰ぐ形式になっている。

ただし、部門の方向性がどのようなものか組織

内の他部門は認識していない。

経営者の提示した「イノベーションの姿勢と方

向性」を元に各部門で「部門の行動指針」が

作成され組織内の調整のうえ決定している。

また、詳細部分については下位チームに権限

の委譲が行われている。

各部門の行動方針の修正は一部組織間で

調整可能なものは各部門で必要時修正が

行われ調整が速やかにできる状態になってい

る。

ただし、時として予想外の部門に対して影響

があることが後日判明し対応を行うことがあ

る。

行動方針の修正によって影響を受ける他組

織・部門が速やかに明確になりそれぞれが臨

機応変に対応できるような仕組みが出来上

がっている。

4 組織フォーカス

情報は限定的であり個人の力量による判断にと

どまっている。

また、Change、Chance、Choice、

Challengeは特定の個人が意識しているだけで

あり、それによる効果は個人の力量だけに依存し

ている。

組織内の１部門による情報収集のために判

断材料として必要な情報を網羅できていな

い。

一部部門内で４Cが認知され、部門内文化

として実践できるようになっている。

また、ノウハウの収集を行う試みが起こってい

る。

組織内全体で４Cが意識され、４C実践のノ

ウハウがデータ化され共有化されている。

組織内の全部門から情報が収集できるが、

時として情報が過剰になり取捨選択に混乱

が生じることがある。

ただし、実践する仕組みは定期的なタイミング

で設定しないとコントロールが難しいと考えられ

ている。

各部門で収集・分析した情報間に関連が付

けられ必要な情報がより少ない労力で入手

する事が出来る仕組みができている。

個人・チームの４Cの実践による成果が評価

できるようになっており、その評価が更なるモチ

ベーションのアップにつながっている。

４Cを実践する事は組織活動として当然の

行動であり。いつでもどこでも必要時に実践が

できる状態（いつでもイノベーション活動が発

生する状態）になっている。

コラボしている他組織からの情報も関連づけ

ができ、問合せ確認が速やかにできる環境の

構築ができるようになっている。

5 継続的革新

他組織とのコラボレーションに関係しては経営者

本人の場合、感覚的なレベルで自己の方向性

に合っていそうかの判断をする。

組織内の部門間の協力関係はあまりうまく

いっておらず、たびたび障害になることがある。

また、他組織との基本的な方向性の確認は

相手組織の力量によっており、自組織からの

アプローチはほとんど行っていない状況である。

組織内の部門間の協調はコンセンサスがとれ

ている。

ただし、一部あるいは全体の方向修正が発

生するとなかなか調整がとれなくなることも発

生する。

他組織とのコラボレーション時お互いのイノベー

ションの姿勢と方向性に関して自組織から積

極的に確認・調整を行っている。

ただし、合意形成に制約を多く設けすぎ時と

して調整が不調に終わることが発生する。

イノベーションの姿勢と方向性に関して関連す

る組織間で共有できるところ共有しないところ

を随時確認できる場を構築し主体的に調整

を行うことができるようになっている。

柔軟なコラボレーション組織の構築に必要な

コラボレーションユニット単位の「イノベーション

の姿勢と方向性」に基づいた各組織の行動

方針を導き出し、とりまとめる事ができるように

なっている。

6 外部情報認識

新しい顧客価値を生む新事業立ちあげ時、経

営者が必要と感じた時に個人的に外部情報の

収集を実施する。

新しい顧客価値を生む事業の立ち上げは、

経営者から指示を受けた部門が担当し、外

部情報を入手う・分析しながら事業化へ向け

て活動している。

新しい顧客価値提供の事業立ち上げは組

織の全部門の協力のもとで実施され。各部

門から外部情報の入手が可能になっている。

そのために、意外な情報を入手できる機会が

増えている。

ただし、定期的な情報の入手は得意だが

TPOに応じて情報取得対象の調整に問題が

発生する事がある。

新しい顧客価値提供の事業立ち上げ時、状

況により外部情報の入手経路タイミングを調

整する必要性を察知し、効果的なものを模

索する事が出来るようになっている。

新しい顧客価値事業立ち上げ時、外部情

報はコラボ組織も含め様々な経路から入手・

分析し、事前に立ち上げ時トラブルの発生予

想及び対応策を用意する事が出来る。

7 内部知識流通

事業化に関しての留意事項及びノウハウは経営

者の中に眠っている。

担当部門内で新顧客価値実現事業でのノ

ウハウを収集しようとする活動がみられる。

組織内全体で新事業の立ち上げで必要の

情報の共有ができるようになっている。

新事業の立ち上げ時の情報は、必要な時に

必要な情報が活用できるようになっている。

事業立ち上げ時、コラボ組織を含めて内部・

外部の必要情報が適宜収集・共有する事が

出来る状態になっている。

8 効果的決定構造

事業化の状態の情報収集は経営者が自己判

断で実施し、経営者の独自判断でGOまたは中

止の指示が突然出る。

担当部門の判断で必要情報が収集され報

告される。

その結果、経営者はその報告内容で判断す

るしかない状態である。（報告内容に満足し

ているわけではない）

新事業立ち上げ時の活動は各部門で計画

を作成または修正し全社調整の元承認決定

している。

ただし、時として緊急事態への即対応ができ

ない時もある。

新事業の立ち上げ時各部門の責任かにおい

て部門内で決定し、活動を展開しても全組

織としての活動が維持できる仕組みができて

いる。

その結果、意思決定の速度向上に従って即

対応が徐々に可能な状態になっている。

新事業立ち上げ時の各部門の判断は独自

に臨機応変に実施してもコラボ組織を含めた

組織全体で支障なく活動できる仕組みがで

きている。

9 組織フォーカス

情報源が偏っており、有効な情報が取得できて

いるかどうかは定かではない。

位置担当部門が収集する情報は、絶対的

に量が不足している。

特に、柔軟な視点からの情報収集はできてい

ない。

事業立ち上げの情報が組織内の全部門から

収集できるが時として情報過多となり、決定

が遅れることがある。

事業立ち上げに必要な情報は関連づけが行

われ最小限の労力で必要な情報にたどりつく

ことができるような仕組みが構築できている。

事業立ち上げ時、必要関連情報から更に派

生する関連情報の入手を実施できる仕組み

ができている。

10 継続的革新

経営者個人の力量で他組織とのコラボの調整

を行っている。

ただし、組織内は経営者の鶴の一声で行動し

横のつながりが存在しているわけではない。

担当部門の調整がしやすい部門とは協調が

確立し事業化に向けた行動がとれる。

時として、新事業で不利益が生じる部門から

の圧力によって窮地に陥ることがある。

組織内で協調して新事業の立ち上げを行う

ことができる。

また、コラボ組織との協調も対等に対応する

事が出来るようになっている。

新事業立ち上げ時の様々なトラブルをコラボ

組織も含めて主体的に調整する事が出来る

ようになっている。

新事業立ち上げ時に、予想外の事象で発生

した新コラボ組織の増援調整ができるように

なっている。

イノベーション実現プ

ロセス

イノベーションの姿

勢と方向性の確認

フェーズ

経営者が提示した「イノベーションの姿勢と方向

性」や「組織の現状」について個人・チームの中

で確認し、個人・チームのカツオう方針の設定を

行っていない。またはその必要性を感じていな

い。

価値実現フェーズ
イノベーション活動自身が存在していないため、

価値実現フェーズが発生していない。
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プロセス フェーズ 視点 レベル0 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5

1 外部情報認識

価値発見において事業環境情報を収集・分析

する仕組みは組織として持っていない。

あるいは組織的な取り組みをしていない。

通常業務とは切り離されているために、現場

からの事業環境情報を入手せずに作業を進

めることが多い。

その結果、理想的だが現実的ではないアイデ

アや市場にフィットしないアイデアが生まれるこ

とがある。

経営環境の内外情報は全社的に分担収集

を行い、各部門で様々な角度から分析し全

組織的に共有できている。

その結果、新顧客価値発見が現場組織と情

報共有の上に実施できているので、現在の市

場・組織内環境との整合性がとれている。

ときによっては情報過多により処理しきれなく

なる。

他組織も巻き込んだコラボレーションのもとで

経済環境情報を収集分析し、コミュニティ全

体の価値設計フェーズの展開が可能になって

いる。

さらに、情報処理能力の向上により、入手情

報から価値発見フェーズで必要な情報の選

択取得が可能な仕組みが構築できている。

新しい価値創造に必要な情報に関して、

様々な組織および個人間との双方向コミュニ

ケーションによる情報収集・相互分析が確立

している。

その結果、ダイナミックなコラボレーション組織

として組織の枠組み制限を受けることなく価

値発見フェーズの展開が可能になっている。

2 内部知識流通

価値発見に必要なノウハウ等は個人の中でとど

まっており、組織的に共有する仕組みは存在して

いない。

担当グループ内では価値発見の重要性につ

いて共通の認識を確立できており、知識の収

集・共有化は進んでいる。

ただし、直接価値発見にタッチしていない部

門・グループはほとんど関心がなく、社内外の

他の組織との知識の共有はできていない。

全組織的に価値発見フェーズの「知」の共有

化ができている。

さらに、「知」の共有化をもとに、組織要員に

対する新しい価値発見に関する教育研修メ

ニューも全組織的に企画・実施できている。

ただし、教育研修内容は定期的な見直しに

とどまっており、柔軟さに欠けるケースも存在す

る。

また、教育研修の効果測定が求められている

が的確な回答はできていない。

市場関係者との情報共有により他組織を巻

き込んだ形で「知」の共有をすることができてい

る。

さらに、教育研修の効果測定が定着し結果

情報の収集が可能になっている。

事業環境の変化に応じて臨機応変に自組

織・他組織を含めた単位で新しい価値発見

フェーズに必要な知識の共有を行うことができ

る。

3 効果的決定構造

組織的な価値発見プロセスが存在しない為、決

定権限者も正式に定っていない。

その結果、個人的に進めることができる要員（経

営者または組織のキーマン）が独自で実施する

のみとなっている。

価値発見フェーズを担当するリーダには最終

決定権はなく、常に上長の判断を待つ必要

がある。

その結果、上長は直接作業に関与していな

いので的確な判断が下せるとは言い難い。

価値発見フェーズにおける決定権はそのレベ

ルによって適切に分担できている。

さらに、最終決定権を持つ経営層は、全組

織の取り組みを経営層がプロデュースしてお

り、各決定時点の判断根拠が明確に伝わっ

ている。

その結果、間接的に関与する組織も現在ど

のような価値発見活動が行われているかを把

握しており、必要と思われる情報を積極的に

直接関与する組織に流すことができている。

他組織のコラボレーションの中での意思決定

の仕組みが構築できるようになっている。

その結果、価値創造時の目標設定は的確に

行い意思決定をその都度行うことができる。

基本的に否定ではなく肯定を是とした、価値

発見フェーズを柔軟に進めるための柔らかな

意思決定の仕組みが構築できている。

その結果、新しい価値の性質に応じた柔軟

な意思決定機構が構築できている。

4 組織フォーカス

価値発見を行うことが必要という認識は問題意

識のある一部の組織要員（経営サイド・現場サ

イド）は持っているが、組織的な取り組みとして価

値発見が存在していないので、個人の思いのみ

で価値発見が進められている。

その結果、組織の方針と異なったアイデアが発生

し組織運営的にも支障をきたすことがある。

担当グループ内の目標・方針は内部的に共

有できている。

ただし、グループの目標・方針が全体の方針

に沿っているかに関しては上長の力量に左右

されてしまう。

また、適切なタイミングで実施されていない為

に、不要な作業がたびたび発生する。

全組織の共通認識として価値発見の重要

性について共通の認識を確立できており、新

しい価値発見の認識・方針を全組織的に周

知し、各部門の個別方針策定・集約検証す

る事で認識の整合性の検証ができている。

ただし、環境の変化による方針転換等が発

生すると部門間での整合性を取るのに時間

がかかる。

他組織も含めたコラボレーションユニットで新し

い価値創造の方針の策定が可能になってい

る。

その結果、環境の変化等での方針転換に際

しても即刻対応アクションを展開し、その効果

の測定が可能になっている。

ただし、効果測定の結果で対応が適切であっ

たかどうかの判断をしている。

他組織も含めたコラボレーションユニットで新し

い価値創造を進める上で様々な状況を予測

し、その結果に沿った方向修正内容をあらか

じめ用意し、関係者に周知・共感する仕組み

ができている。

5 継続的革新

場当たり的な価値発見活動のためその活動が事

業活動に必ずしも結びつくとは限らない。

また、結びつき成功を収めたとしても繰り返し実施

できるような仕組みは存在していない。

担当グループ内における価値発見プロセスの

レベルの向上はある程度実現できている。

ただし、主要メンバの交代が発生すると場合

によっては元に戻ってしまうことがある。

また、他の組織とのレベル差(多くの場合、担

当グループのレベルが高く他の組織に理解さ

れない。)によって意思疎通が難しくなることも

発生する。

全組織の取り組みとしてレベルの向上を持続

的に目指している。

ただし、組織の価値発見フェーズの定着率向

上に伴ってややもすると硬直化の兆候が見え

隠れしている。

他組織も含めた形で持続的改革を行う中で

新しい顧客価値発見に対する共通認識を確

立する事が出来ており、新しい価値発見

フェーズを展開できている。

また、硬直化の傾向が見えた時にそれを乗り

越える試みが実行できている。

ただし、環境の変化によって新たな認識要素

が発生した時に、時として共通認識の維持が

できなくなることがある。

他組織も含めた形で動的に新しい顧客価値

発見に対する共通認識ができており、顧客環

境の劇的変化に対応可能なように常に現状

にとどまることなく変革を推進する仕組みを

持っている。

6 外部情報認識

価値設計において事業環境情報を収集・分析

する仕組みは組織として持っていない。あるいは組

織的な取り組みをしていない。

その結果、新しい価値実現の方法が時期尚早の

手段を取り入れたり、最適な実現方法にたどりつく

までに時間がかかりすぎたりしている。

通常業務とは切り離されているために、現場

からの事業環境情報を入手せずに作業を進

めている。

その結果、理想的だが現実的ではない、また

は非効率的であるために、市場に受け入れら

れない実現方法を採用する事がある。

経営環境の内外情報は全組織的に分担収

集を行い、各部門で様々な角度から分析し

全組織的に共有できている。

その結果、新顧客価値設計が現場組織と情

報共有の上に実施でき、現在の市場・組織

内環境との整合性がとれている。

ただし、時によっては情報過多により処理しき

れなくなることがある。

情報処理能力の向上により、入手情報から

価値設計に必要な情報を的確に選択取得

可能な仕組みが構築できている。

その結果、他組織も巻き込んだコラボレーショ

ンのもとで経済環境情報を収集分析し、コ

ミュニティ全体の価値設計フェーズの展開が

可能になっている。

新しい価値設計に必要な情報に関して、

様々な組織および個人間との双方向コミュニ

ケーションによる情報収集・相互分析が確立

している。

その結果、ダイナミックなコラボレーション組織

として価値設計フェーズの展開が可能になっ

ている。

さらに、組織とした枠組み制限を受けることな

く価値設計フェーズの展開が可能になってい

る。

7 内部知識流通

価値設計に必要なノウハウ等は個人の中でとど

まっており、組織的に共有する仕組みは存在して

いない。

価値設計フェーズのノウハウをプロジェクト内で

収集する体制が整ってきている。

ただし、社内外の他の組織との知識の共有

はできていない。

全組織的に価値設計フェーズの「知」の共有

化ができている。

その結果、組織要員に対する価値設計に関

する教育研修メニューも全組織的に企画・実

施できている。

ただし、教育研修内容は定期的な見直しに

とどまっており、柔軟さに欠けるケースも存在す

る。

また、教育研修の効果測定が求められている

が的確な回答はできていない。

市場関係者との情報共有により他組織を巻

き込んだ形で「知」の共有をすることができてい

る。

さらに、教育研修の効果測定が定着し結果

情報の収集が可能になっている。

事業環境の変化に応じて臨機応変に自組

織・他組織を含めた単位で新しい価値設計

フェーズに必要な知識の共有を行うことができ

る。

8 効果的決定構造

組織的な価値設計プロセスが存在しない為、決

定権限者も正式に定っていない。

その結果、個人的に進めることができる要員（経

営者または組織のキーマン）が独自で実施する

のみとなっている。

場合によっては、部門長の一言で価値設計の行

為そのものをカットされてしまうことも発生する。

価値設計フェーズを担当するリーダには最終

決定権はなく、常に上長の判断を待つ必要

がある。

その結果、上長は直接作業に関与していな

いので的確な判断が下せるとは言い難い。

組織内の各部門で価値設計フェーズを実施

しており、価値設計フェーズにおける決定権は

そのレベルによって適切に分担できている。

その結果、最終決定権を持つ経営層は、全

組織の取り組みをプロデュースし、各決定時

点の判断根拠が明確に全組織へ伝わってい

る。

他組織のコラボレーションの中での意思決定

の仕組みが構築できるようになっている。

その結果、価値設計時の目標設定は的確に

行い意思決定をその都度行うことができる。

価値設計フェーズを柔軟に進めるための柔ら

かな意思決定の仕組みが構築できている。

その結果、新しい価値の性質に応じた柔軟

な意思決定機構をその都度構築する事が出

来る。

9 組織フォーカス

価値実証を行うことが必要という認識は問題意

識のある一部の組織要員（経営サイド・現場サ

イド）は持っているが、全員の共通認識ではなく、

組織的な取り組みとして価値設計が存在してい

ないので、周りから慎重すぎるという囁きの元で、

個人・グループの思いのみで価値設計が進められ

ている。

その結果、組織の方針によって価値設計工程が

中断したり、設計した内容と全く異なった形で実

践に移されることがある。

担当グループ内の目標・方針は内部的な共

有にとどまっている。

その結果、グループの目標・方針が全体の方

針に沿っているかに関しては上長の力量に左

右されてしまい、各作業要素の実施タイミング

は適切に実施されていない為に、不要な作

業がたびたび発生する。

価値設計の認識・方針を全組織的に周知

し、各関連部門の個別方針を策定・集約検

証する事で認識の整合性の検証ができてい

る。

また、間接的に関与する組織も現在どのよう

な価値設計活動が行われているかを把握し

ており、必要と思われる情報を積極的に直接

関与する組織に流すことができている。

ただし、環境の変化による方針転換等が発

生すると部門間での整合性を取るのに時間

がかかる。

環境の変化等での方針転換に際しても即刻

対応アクションを展開し、その効果の測定が

可能になっている。

その結果、他組織も含めたコラボレーションユ

ニットで価値設計の方針の策定が可能になっ

ている。

ただし、効果測定の結果で対応が適切であっ

たかどうかの判断をしている。

他組織も含めたコラボレーションユニットで新し

い価値設計を進める上で様々な状況を予測

し、その結果に沿った方向修正内容をあらか

じめ用意し、関係者に周知・共感する仕組み

ができている。

10 継続的革新

場当たり的な価値設計活動のためその活動が、

最終的に価値を市場に出す活動に必ずしも結び

つくとは限らない。

また、結びつき成功を収めたとしても繰り返し実施

できるような仕組みは存在していない。

価値設計フェーズを担当する組織が存在して

おり、担当グループ内における価値設計プロ

セスのレベルの向上はある程度実現できてい

る。

また、価値設計でどのようなことが必要かある

程度把握して作業を進めている。

ただし、主要メンバの交代が発生すると場合

によっては元に戻ってしまうことがある。

また、他の組織とのレベル差(多くの場合、担

当グループのレベルが高く他の組織に理解さ

れない。)によって意思疎通が難しくなることも

発生する。

全組織の共通認識として価値設計の重要

性について共通の認識を確立できており、レ

ベルの向上を持続的に目指している。

ただし、組織の定着率の向上に伴ってややも

すると硬直化の兆候が見え隠れしている。

他組織も含めた形で持続的改革を行う中で

新しい顧客価値設計に対する共通認識を確

立する事が出来ている。

その結果、硬直化の傾向が見えた時にそれを

乗り越える試みが実行できている。

ただし、環境の変化によって新たな認識要素

が発生した時に時として共通認識の維持がで

きなくなることがある。

他組織も含めた形で動的に新しい顧客価値

設計に対する共通認識ができている。

顧客環境の劇的変化に対応可能なように常

に現状にとどまることなく価値設計を推進する

仕組みを構築できる能力を組織として持って

いる。

11 外部情報認識

価値実証において事業環境情報を収集・分析し

実証を進め結果の収集を行い改善をする仕組み

は組織として持っていない。あるいは組織的な取り

組みをしていない。

通常業務とは切り離されているために、現場

からの事業環境情報を入手せずに作業を進

めることが多い。価値実証活動そのものが意

味のないものになることがある。

経営環境の内外情報は全社的に分担収集

を行い、各部門で様々な角度から分析し全

組織的に共有できている。

その結果、新顧客価値実証が現場組織と情

報共有の上に実施できているので、現在の市

場・組織内環境に最適な実証環境を選択

する事が出来ている。

ただし、情報過多により見誤った実証結果の

結論を出してしまうこともある。

情報処理能力の向上により、入手情報から

価値実証に必要な情報を的確に選択取得

が可能な仕組みが構築できている。

その結果、他組織も巻き込んだコラボレーショ

ンのもとで経済環境情報を収集分析し、コ

ミュニティ全体の価値設計フェーズの展開が

可能になっている。

価値実証に必要な情報に関して、様々な組

織および個人間との双方向コミュニケーション

による情報収集・相互分析が確立している。

その結果、ダイナミックなコラボレーション組織

として価値実証フェーズの展開が可能になっ

ている。

さらに、組織とした枠組み制限を受けることな

く価値実証フェーズの展開が可能になってい

る。

12 内部知識流通

価値実証に必要なノウハウ等は個人の中でとど

まっており、組織的に共有する仕組みは存在して

いない。

また、そのノウハウも個人で可能な範囲にとどまっ

ているためかなり限定的なものとなってる。

価値実証フェーズのノウハウをプロジェクト内で

収集する体制が整ってきている。

その結果、担当グループ内での知識の共有

化は進んでいる。

ただし、社内外の他の組織との知識の共有

はできていない。

全組織的に価値実証フェーズの「知」の共有

化ができている。

その結果、組織要員に対する新しい価値実

証手法に関する教育研修メニューも全組織

的に企画・実施できている。

ただし、教育研修内容は定期的な見直しに

とどまっており、柔軟さに欠けるケースも存在す

る。

また、教育研修の効果測定が求められている

が的確な回答はできていない。

市場関係者との情報共有により他組織を巻

き込んだ形で「知」の共有をすることができてい

る。

その結果。教育研修の効果測定が定着し結

果情報の収集が可能になっている。

事業環境の変化に応じて臨機応変に自組

織・他組織を含めた単位で新しい価値実証

フェーズに必要な知識の共有を行うことができ

る。

13 効果的決定構造

組織的な価値実証プロセスが存在しない為、決

定権限者も正式に定っていない。個人的に進め

ることができる要員（経営者または組織のキーマ

ン）が独自で実施するのみとなっている。場合に

よっては実証そのものを行うことができない状態に

なる。

通常業務とは切り離されているために、現場

からの事業環境情報を入手せずに作業を進

めることが多い。

その結果、価値実証活動そのものが意味の

ないものになることがある。

組織内の各部門で価値実証フェーズを実施

しており、決定権はそのレベルによって適切に

分担できている。

その結果、最終決定権を持つ経営層は、全

組織の取り組みをプロデュースしており、各決

定時点の判断根拠が明確に伝わっている。

他組織のコラボレーションの中での意思決定

の仕組みが構築できるようになっている。

その結果、トライアル時の目標設定は的確に

行い意思決定をその都度行うことができる。

トライアル時事前にさまざまな結果を予測しそ

の条件に対する意思決定を事前に用意する

事が出来る。

その結果、トライアル中の結果に対応する更

なるトライアルを間断なく実施する事が出来

る。

14 組織フォーカス

価値実証を行うことが必要という認識は問題意

識のある一部の組織要員（経営サイド・現場サ

イド）は持っているが、全員の共通認識ではなく、

組織的な取り組みとして価値実証が存在してい

ないので、周りから慎重すぎるという囁きの元で、

個人・グループの思いのみで価値実証が進められ

ている。

その結果、組織の方針によって価値実証工程が

中断したり、実証を行ったとしてもその結果を元に

した次の活動そのものが実施できないことが多々

発生する。

担当グループ内の目標・方針は内部的な共

有にとどまっている。

その結果、グループの目標・方針が全体の方

針に沿っているかに関しては上長の力量に左

右されてしまう。

そのために、価値実証で協力依頼をする組

織との意識レベルが異なり、実証そのものが

意味のない結果を生んだり、作業要素の実

施タイミングが適切に実施されていない為に、

不要な作業がたびたび発生する。

価値実証の方針を全組織的に周知し、各

部門の個別方針策定・集約検証する事で

認識の整合性の検証ができている。

ただし、環境の変化による方針転換等が発

生すると部門間での整合性を取るのに時間

がかかる。

他組織も含めたコラボレーションユニットで新し

い価値実証の方針の策定が可能になってお

り、新しい顧客価値実証に対する共通認識

を確立する事が出来ている。

さらに、環境の変化等での方針転換に際して

も即刻対応アクションを展開し、その効果の

測定が可能になっている。

ただし、対応が適切であったかどうかの判断

は、効果測定の結果で行っている。

その結果、環境の変化によって新たな認識要

素が発生した時に時として共通認識の維持

ができなくなることがある。

他組織も含めたコラボレーションユニットで新し

い価値実証を進める上で様々な状況を予測

し、その結果に沿った方向修正内容をあらか

じめ用意し、関係者に周知・共感する仕組み

ができている。

15 継続的革新

場当たり的な価値実証活動のためその活動が、

最終的に価値を市場に出す活動に必ずしも結び

つくとは限らない。

また、結びつき成功を収めたとしても繰り返し実施

できるような仕組みは存在していない。

担当グループ内では価値実証の重要性につ

いて共通の認識を確立できており、担当グ

ループ内における組織レベルの向上はある程

度実現できている。

ただし、主要メンバの交代が発生する場合に

よっては元に戻ってしまうことがある。

また、他の組織とのレベル差(多くの場合、担

当グループのレベルが高く他の組織に理解さ

れない。)によって意思疎通が難しくなることも

発生し、直接価値実証にタッチしていない部

門・グループはほとんど関心を示しさず、実証

活動そのものが停滞することがある。

全組織の共通認識として価値実証の重要

性について共通の認識を確立できており、全

組織の取り組みとして持続的にレベルの向上

を目指している。

ただし、組織の定着率の向上に伴ってややも

すると硬直化の兆候が見え隠れしている。

他組織も含めた形で持続的改革を行う中で

新しい価値実証フェーズを展開できている。

また、硬直化の傾向が見えた時にそれを乗り

越える試みが実行できている。

顧客環境の劇的変化に対応可能なように常

に現状にとどまることなく価値実証を対応させ

て推進する仕組みを持っている。

その結果、他組織も含めた形で動的に新し

い顧客価値実証に対する共通認識ができて

いる。

価値創出プロセス

価値発見フェーズ
新しい顧客価値を発見する事は不要と考えてい

る。または、自ら発想するという認識がない。

価値実証フェーズ

発見した顧客価値を実現する手段に対する実

証するという認識が存在していない為、一か八

かの大勝負に打って出る。価値実証という行為

そのものが存在していない。

価値設計フェーズ

発見した顧客価値を実現性の高い形に設計す

るという認識が存在していないため、無計画なま

ま実践しようとしている。価値設計という行為そ

のものが存在していない。



イノベーション経営成熟度診断シート（B) 2015年9月１日

プロセス フェーズ 視点 レベル0 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5

1 外部情報認識

経営者にイノベーションに関する外部情報の収

集に関する意識はあるが、社内への展開等が

具体的に実行されていない。

経営者にイノベーションに関する外部情報の

収集に関する意識があるが、明文化されてお

らず、取締役等一部あるいは、非公式な形

での展開に留まっており、全社への展開が行

われていない。

経営者のイノベーションに関する思いを計画と

して明文化し、全社レベルで公式な展開され

ている。しかしながら、経営者のコミットメントと

いう形で伝わっておらず、各組織での実行レ

ベルへのブレークダウンがされておらず、組織

的な取り組みにななっていない。

イノベーションの計画が経営者のコミットメント

として公式に展開されておりが、各組織での

実行レベルへのブレークダウンが不十分であ

る。

イノベーションの計画が経営者のコミットメント

として公式に展開され、各組織での実行レベ

ルへのブレークダウンされて入り、各組織での

取り組みが行われている。

2 内部知識流通

イノベーションに関するノウハウ等が個人の中でと

どまっている可能性があるが、経営者として、この

状態を察知しているが、組織的に共有するよう

な働きかけがない。

イノベーションに関するノウハウ等が個人の中

でとどまっている可能性があ、経営者として、こ

の状態が察知しているが、Web、社訓等の

一方通行的なコミュニケーションに留まり、組

織的な共有が行われていない。

経営者として、イノベーションに関し、個人の

中でとどまっているノウハウ「知」を積極的に組

織内で共有することを奨励し、共有の仕組み

が存在する。

経営者として、「知」共有することを奨励し、

共有の仕組みが存在すが、その範囲が、一

部の意識あるメンバーに留まっている。

経営者として、「知」共有を奨励し、共有する

仕組みが存在し、教育等と連携し、情報を

活用する仕組みが存在する。

3 効果的決定構造

イノベーションに関する決定権限について、社内

ルールがなく、経営者の関与も場当たり的であ

る。

イノベーションに関する決定権限について、社

内ルールはあるも、かならずしも適切に運用さ

れていない。

イノベーションに関する決定権限について、社

内ルールがあり、経営者のリーダーシップの元

で、適切に運用されている。

イノベーションに関する決定権限について、社

内ルールがあり、経営者のリーダーシップの元

で、適切に運用されている。しかしながら、コ

ミュニケーションが一方通行であったり、権限に

関するルールの見直しや是正をする仕組みが

存在しない。

イノベーションに関する決定権限について、経

営者のリーダーシップの元で、双方向のコミュ

ニケーションとして適切に運用されている。しか

しながら、権限に関するルールも適時、見直

しや是正が行われている。

4 組織フォーカス

経営者にイノベーションの推進する意識あるいは

計画はあるが、社内への展開等が具体的に実

行されていない。

経営者のイノベーションに関する思いや計画

があるが、取締役等一部あるいは、非公式な

形での展開に留まっており、全社への展開が

行われていない。

経営者のイノベーションに関する思いや計画

があり、全社レベルで公式な展開されている。

しかしながら、経営者のコミットメントという形

で伝わっておらず、各組織での実行レベルへ

のブレークダウンがされておらず、組織的な取

り組みにななっていない。

イノベーションの計画が経営者のコミットメント

として公式に展開されておりが、各組織での

実行レベルへのブレークダウンが不十分であ

る。

イノベーションの計画が経営者のコミットメント

として公式に展開され、各組織での実行レベ

ルへのブレークダウンされており、各組織での

取り組みが行われている。

5 継続的革新

イノベーション実現において、経営者のリーダー

チップが不足しているため、現場の場当たり的な

活動になってしまっている。

イノベーション実現において、経営者の意識は

あるも、職場への展開が不十分であるため、

現場での活動が個人的で、組織独自な活

動になってしまっている。

イノベーション実現において、経営者のリー

ダーシップが発揮され、組織的な情報共有と

展開が行われている。

イノベーション実現において、経営者のリー

ダーシップが発揮され、組織的な情報共有と

展開が行われているが、計画とのかい離や見

直しが行われていない。

イノベーション実現において、経営者のリー

ダーシップが発揮され、組織的な情報共有と

展開が行われており、適時、計画とのかい離

や見直しが行われている。

6 外部情報認識

イノベーティブ人財の育成・活用に関して、外部

情報を活用する意識がはあるものの、組織的な

取り組みをしていない。

イノベーティブ人財の育成・活用に関して、外

部情報を活用する意識があるが、計画や実

施に展開されておらず、実施されていない。

イノベーティブ人財の育成・活用に関して、外

部情報を活用する計画や実施方法が展開

され、実施されている。

イノベーティブ人財の育成・活用に関して、外

部情報を活用する計画や実施方法が展開

され、実施されているが、より適切な形に見

直していく意識や仕組みがない。

イノベーティブ人財の育成・活用に関して、外

部情報を活用する計画や実施方法が展開

され、実施されており、適時、見直し、是正が

行われている。

7 内部知識流通

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に関し

て、必要なノウハウ等は個人の中でとどまってお

り、組織的に共有する仕組みは存在していな

い。

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に

関して、担当グループ内での知識の共有化は

進んでいる。ただし、社内外の他の組織との

知識の共有はできていない。

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に

関して、全組織的に「知」の共有化ができて

いる。教育研修メニューも全組織的に企画・

実施できている。ただし、内容の見直しが行

われていない。

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に

関して、全組織的に「知」の共有化ができて

いる。教育研修メニューも全組織的に企画・

実施できている。更に、内容の見直しが行わ

れているが、効果測定には至っていない。

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に

関して、全組織的に「知」の共有化ができて

いる。教育研修メニューも全組織的に企画・

実施できており、内容の見直しや効果測定も

行われている。

8 効果的決定構造

イノベーティブ人財の育成・活用において、決定

権限者も正式に定っていない。

イノベーティブ人財の育成・活用において、決

定権限者も正式に定っているが、実施に至っ

ていない。

イノベーティブ人財の育成・活用において、決

定権限者も正式に定っているが、適切に実

施されている。

イノベーティブ人財の育成・活用において、適

切に運用されているも、内容の見直しや是正

を行う仕組みが存在しない。

イノベーティブ人財の育成・活用において、適

切に運用されており、適時、見直しや是正が

行なわれている。

9 組織フォーカス

イノベーティブ人財の育成・活用する仕組みを組

織として持っていない。あるいは組織的な取り組

みをしていない。

イノベーティブ人財の育成・活用する仕組み

の必要性の認識がある。あるいは、計画があ

るが、実施がされていない。

イノベーティブ人財の育成・活用する意識と仕

組みが存在し、適切に実施されている。

イノベーティブ人財の育成・活用する意識と仕

組みが存在し、適切に実施されているが、よ

り、適切な形へと見直していく意識や仕組み

がない。

イノベーティブ人財の育成・活用する意識と仕

組みが存在し、適切に実施されており、適

時、見直し、是正が行われている。

10 継続的革新

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に関し

て、場当たり的な活動になってしまい、事業活動

に必ずしも結びつくとは限らない。また、結びつき

成功を収めたとしても繰り返し実施できるような

仕組みは存在していない。

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に

ついて、ある程度実現できている。ただし、俗

人的な対応となっているため、主要メンバの交

代が発生すると場合によっては元に戻ってしま

うことがある。

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に

関して、全組織の取り組みとして適切に展開

されている。ただし、持続的ま活動への意識

が薄い。

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に

関して、全組織の取り組みとして展開されて

いるが、持続的に展開への必要性を認識し

ているが、実施する仕組みが備わっていない。

組織的にイノベーティブ人財の育成・活用に

関して、全組織の取り組みとして展開されて

おり、持続的な活動と位置付け、実施されて

いる。

11 外部情報認識

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関して、

外部情報を活用する必要性を認識するも、組

織的な活動には至っていない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、外部情報を活用する必要性を認識して

いるが、個人、部署内の範囲での活動には

至っていない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、外部情報を活用する必要性を認識して

おり、プロジェクトの範囲での活動に留まってい

る。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、外部情報を活用する必要性を認識して

おり、全社内の範囲での活動となっている。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、外部情報を活用する必要性を認識して

おり、社内外での活動となっている。

12 内部知識流通

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関して、

内部情報を活用する必要性を認識するも、組

織的な活動には至っていない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、内部情報を活用する必要性を認識して

いるが、個人、部署内の範囲での活動には

至っていない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、内部情報を活用する必要性を認識して

おり、プロジェクトの範囲での活動に留まってい

る。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、内部情報を活用する必要性を認識して

おり、全社内の範囲での活動となっている。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、内部情報を活用する必要性を認識して

おり、社内外での活動となっている。

13 効果的決定構造

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関して、

決定プロセスの必要性を認識するも、実活動に

は至っていない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、決定プロセスの必要性を認識し、手順や

ルールをを構築しつつある。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関

し、決定プロセスの手順やルールが定義され

ているが、必ずしも徹底されているわけではな

い。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関

し、決定プロセスの手順やルールが社内に徹

底され運用されている。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関

し、決定プロセスの手順やルールが社内に徹

底され運用されている。更に、プロセスの見直

しを行う仕組みがある。

14 組織フォーカス

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関して、

組織の方向性を考慮する必要性を認識する

も、組織的な活動には至っていない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、組織の方向性を考慮する必要性を認識

した形で、戦略や計画の策定が行なわれつつ

ある。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、組織の方向性を考慮する必要性を認識

した形で、戦略や計画の策定されているが、

実施には至っていない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、組織の方向性を考慮する必要性を認識

した形で、戦略や計画の策定され、これに基

づいた施策が実施され、成果が認められる。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、組織の方向性を考慮する必要性を認識

した形で、戦略や計画の策定され、これに基

づいた施策が実施され、結果をベースにフィー

ドバックが行われている。

15 継続的革新

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関して、

情報活用を考慮する必要性を認識するも、組

織的な活動には至っていない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、情報活用を考慮する必要性を認識する

も、仕組みやルールがなく、属人的な活動に

なっている。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、情報活用を考慮する仕組みやルールが

定義されているが、必ずしも適切に運用され

ているわけではない。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、情報活用を考慮する仕組みやルールが

定義され、運用が徹底されている。

柔軟なイノベーティブ組織環境を構築に関し

て、情報活用を考慮する仕組みやルールが

定義され、運用が徹底され、適時、是正、見

直しが行われているている。

16 外部情報認識

コミュニケーションと知の経営に関して、外部情報

の活用の必要性を認識するも、組織的な活動

には至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、外部

情報の活用の必要性を認識するも、属人的

な活動にとどまっている。

コミュニケーションと知の経営に関して、外部

情報の活用ルールや仕組みができているが全

社的な活動には至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、外部

情報の活用ルールや仕組みができており、成

果、実績が出始めている。

コミュニケーションと知の経営に関して、外部

情報の活用ルールや仕組みができており、成

果、実績が認められ、ルールや仕組みの是

正、見直しのプレセスが存在する。

17 内部知識流通

コミュニケーションと知の経営に関して、内部情報

の活用の必要性を認識するも、組織的な活動

には至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、内部

情報の活用の必要性を認識するも、属人的

な活動にとどまっている。

コミュニケーションと知の経営に関して、内部

情報の活用ルールや仕組みができているが全

社的な活動には至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、内部

情報の活用ルールや仕組みができており、成

果、実績が出始めている。

コミュニケーションと知の経営に関して、内部

情報の活用ルールや仕組みができており、成

果、実績が認められ、ルールや仕組みの是

正、見直しのプレセスが存在する。

18 効果的決定構造

コミュニケーションと知の経営に関して、決定プロ

セスの必要性を認識するも、組織的な活動には

至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、決定プ

ロセスの必要性を認識するも、属人的な活

動にとどまっている。

コミュニケーションと知の経営に関して、決定プ

ロセスはできているが、全社的な活動には至っ

ていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、決定プ

ロセスができており、成果、実績が出始めてい

る。

コミュニケーションと知の経営に関して、決定プ

ロセスができており、成果、実績が認められ、

決定プロセスの是正、見直しのプレセスが存

在する。

19 組織フォーカス

コミュニケーションと知の経営に関して、組織の方

向性の必要性を認識するも、組織的な活動に

は至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、組織の

方向性の必要性を認識するも、属人的な活

動にとどまっている。

コミュニケーションと知の経営に関して、組織に

方向性に基づいた戦略や計画ができているが

全社的な活動には至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、組織に

方向性に基づいた戦略や計画があり、全社

的に展開しているが、成果や実績には至って

いない。

コミュニケーションと知の経営に関して、組織に

方向性に基づいた戦略や計画があり、全社

的に展開しており、成果や実績が認められ

る。

20 継続的革新

コミュニケーションと知の経営に関して、組織内外

での情報活用の必要性を認識するも、組織的

な活動には至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、組織

内外での情報活用の必要性を認識するも、

属人的な活動にとどまっている。

コミュニケーションと知の経営に関して、組織

内外での情報活用が行われているが、全社

的な活動には至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、組織

内外での情報活用が全社的に展開されてい

るが、成果や実績には至っていない。

コミュニケーションと知の経営に関して、組織

内外での情報活用が全社的に展開されてお

り、成果や実績が認められる。

イノベーション認識・

体質構築プロセス

経営者のリーダー

シップフェーズ

経営者にイノベーションを推進

するリーダーシップがない。

イノベーティブ人財

の育成・活用フェー

ズ

組織的にイノベーティブ人財の

育成・活用する意識や仕組み

を備えていない。

柔軟なイノベーティ

ブ組織環境の構

築フェーズ

組織的に柔軟なイノベーティブ

組織環境を構築する仕組みを

備えていない。

コミュニケーションと

知の経営フェーズ

組織的にコミュニケーションと知

の経営を目指す仕組みができ

ていない。



1.外部情報認識（EIA：external information awareness）

組織の各部門がそれぞれに顧客や競合他社、技術動向など、必要な情報をつかんでいる

2.内部知識流通（IKD：internal knowledge dissemination）

組織内で各種意思決定に必要な情報・知識をきちんと共有し、組織の成員が業務知識や過去の失敗例などを学習できる環境が整っている

3.効果的決定構造（EDA：effective decision architecture）

意思決定が適切な人物によって行われるよう組織・権限が設計され、その意思決定者に必要な知識と能力が正しく配分されている

4.組織フォーカス（OF：organizational focus）

事業範囲や管理対象を限定することで、情報氾濫や過度に複雑な意思決定過程を排除し、組織内の情報処理が最適化されている

5.情報時代の事業網（IBN：information-age business network）

パートナー企業との協業、アウトソーシングの利用を通じて、より高い価値創造が可能であることを認識している

なお、当初は上記の5原則だったが、協業やアウトソーシングの一般化に伴い、現在では第5原則として「継続的革新」が採用されている

5.継続的革新（CI：continuous innovation）

事業遂行能力を継続的に改善していくために、組織内で新たなアイデアや知識を創出する仕組みやインセンティブが制度化されている


